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1 投資上の着目点

2 株価の状況 株価指標（通期) 2025/04/10時点
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出所：Quickデータより、JTG証券で作成

2 事業概要
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2025年4月11日

LMT ロッキード・マーチン
航空宇宙・防衛 Lockheed Martin Corporation

LMT 463.7 453.68 2.21% 21.78 16.95

直近 基準日
65日間 変化率

実績(前期) 予想(当期)
2025/04/10 2025/02/04 2024/12 2025/12

- 最新鋭戦闘機分野では圧倒的な技術力と契約数を保有する。
- 軍用航空機は、一旦納入されると数十年にわたり定期的に保守や部品供給による安定的な売上が発生。さらに技術革新を不
断に求められるため、売上は長期にわたり安定しやすい。
- 高度な機密情報を取り扱うため、経営悪化の場合にも、技術流出を防ぐ観点から米政府による暗黙の政府支援を期待しやす
い。
-トランプ政権発足後の2025年3月には、米国空軍の次世代制空有人戦闘機(NGAD、F-47と命名)の開発契約は、当初専門家の
間で不利とみられたボーイングが獲得することに。ただし４年以内の作戦能力の獲得にむけて要件が削減された可能性が高
く、LMT機材の優位性は今後も10年単位で揺るがない可能性が高い。
- 多くの長期プロジェクトにより売上は安定的に持続しやすい。政府部門からの売上が大きいことも長期安定材料。

12.99

S&P500 5,268.1 6,037.9 -12.75% 17.96 15.87

ﾛｯｷｰﾄﾞ･ﾏｰﾁﾝ 対S&P５００ 14.96% 1.64 1.46

対NASDAQ総合 18.83% 16.67

NASDAQ総合 16,387.3 19,654.0 -16.62% 2.62 2.91

ロッキード・マーチンは、米国メリーランド州を本拠とするグローバルな航空宇宙・防衛企業。防衛、宇宙、情報、国家安全
保障、IT（サイバーセキュリティ含む）に注力。主な顧客は米国政府であり、2024年度の売上の73%が米国政府向け(うち
65%が国防総省（DoD）向け)、26%が国際顧客、1%が米国の民間・その他顧客となっている。軍用機をはじめとする各種製
品を生産。軍需部門の世界売上高ランキングでは常に上位を維持している（ストックホルム国際平和研究所調べ）。
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3 業績・財務の状況

（単位：百万米ドル）

決算期

EBITDAマージン
FCFOA
出所：Quickデータより、JTG証券で作成

4 個別の経営課題に関する経営者の認識と説明

2

2025年4月11日

年次(実績) 年次(予想) 四半期(実績)

- 2024年度の売上高は710億ドル（前年比+5.1%）、営業利益は70億ドル（前年比-17.6%）、純利益は53億ドル（前年比-
22.9%）で着地。
- 利益減少の主因は、AeronauticsとMFCでの分別契約プログラム*に関わる損失計上（計$19.5億ドル）、これらを「リーチ
フォワード・ロス」として一括計上した。逆に言えば、将来の減益要因を先行計上しており、翌期以降は回復可能性が高い。
- 同プログラムのうちMFCに関わる評価・損失計上の経緯は以下のとおり。2024年Q1：最初の固定価格オプションが実行さ
れる可能性が高いと判断し約$1億ドルの「将来損失（reach forward loss）」を計上。2024年Q4：残りの全オプションも実
行されると判断し、さらに約$13.1億ドルの追加損失を計上。結果として、2024年通年で計約$14.1億の損失を認識（うち
13.6億ドルは2024年末時点でバランスシート上の流動負債に計上）。これにAeronauticsの損失認識を加味して全社レベルの
損失額に。
*「分別契約プログラム」は、同社が米国国防総省等の政府部門から受託している特定の防衛関連の大型プロジェクトを指す。
これらの契約は、(i)初期フェーズ：コスト償還型（cost-reimbursable）契約、(ii)後続フェーズ：複数の固定価格契約
（fixed-price options）の2つのパートからなる。

2024/12
売上高 65,984 67,571 71,043 74,332 18,874 17,104 18,622

2022/12 2023/12 2024/12 2025/12 2023/12 2024/09

2,117 690
税引前利益 6,680 8,098 6,220 7,552 2,145 1,918 519
営業利益 8,710 8,331 7,013 8,999 2,353

1,623 527
普通株帰属利益 5,732 6,920 5,336 1,866 1,623 527
当期純利益 5,732 6,920 5,336 6,365 1,866

2,117 690
EBITDA 10,114 9,761 8,407 10,596 2,774 2,507 1,150
EBIT 8,710 8,331 6,847 8,999 2,353

390 460
EV/EBITDA 14.00 13.31 15.94 11.88 12.80 15.21 15.50
減価償却費 1,404 1,430 1,560 421

6.83 2.23
フリーCF 3,116 3,173 2,228 6,704 894 1,334 -337
EPS 21.74 27.65 22.39 27.27 7.61

株主資本 9,266 6,835 6,333 6,630 6,835

55,520 55,617
負債合計 43,614 45,621 49,284 49,678 45,621 48,320 49,284
資産合計 52,880 52,456 55,617 56,309 52,456

7,200 6,333
15.33% 14.45% 11.83% 14.26% 14.70% 14.66% 6.18%

-2.42%

- 同社経営者は「分別契約プログラム」の損失計上の原因を、「予想を上回るエンジニアリングコストやプログラム実行上の
困難によって発生」と説明。アナリスト向け決算説明会において同社は、MFC分野の同種契約に含まれ今後数年間にわたって
実行されるすべてのオプションについても”赤字で遂行される見込み”であると述べていた。一方で、さらなる財務的な悪化を
抑えるためにプログラムの積極的な管理に取り組んでいるとも強調。

- CCA（Collaborative Combat Aircraft）プログラムとSkunk Worksの役割について：Skunk Worksは有人機と無人機の連
携（crewed-uncrewed teaming）に焦点を当て、F-35が無人機を制御できる技術の開発を進めている。Increment 2では、
実戦配備可能なスケーラブルな設計と生産が求められており、同社はこの分野で競争力があると考えている。（← 弊社見解で
は、ボーイングのF-47より早期に作戦能力を獲得する可能性も）

- F-35のLot 18および19の契約交渉は2024年第4四半期中に完了見込み。またTech Refresh 3は95%完了。2025年にはより
多くの航空機を納入し、300～400百万ドルの追加収益が見込まれる。

- 将来の年金負担を軽減するため、債務発行や運転資本の改善等、さまざまな手段を検討中。2025年と2026年にかけて、運
転資本の改善によるキャッシュフローの増加を目指しており、必要に応じて債務発行も選択肢として考えている。

5.89% 6.02% 4.12% 11.98% 6.82% 9.61%
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5 セグメント別の状況

以下に主要事業セグメント別の状況を示す。（単位：百万米ドル）

①. Aeronautics [セグメント概要]

②. Rotary & Mission Systems [セグメント概要]

③. Missiles & Fire Control [セグメント概要]

④. Space [セグメント概要]

出所：Quickデータより、JTG証券で作成

3

2025年4月11日

年次(実績) F-35やF-22など最新鋭ステルス戦闘機の開発・製造・支援が
主事業。F-35、F-16、C-130Jには引き続き国際的な関心が継
続。ただし、分別プログラムで進む複数で複雑な技術統合が課
題となり累計8.25億ドルの損失を計上。うちFY2024分は5.55
億ドル。

2022/12 2023/12 2024/12

営業利益 2,866 2,825 2,523
(構成比,%) 40 38.2 41.5

売上高 26,987 27,474 28,618
(構成比,%) 41 40.7 40.3

年次(実績) (RMSと表記) ヘリ、海陸ベースの防衛システム、サイバー・訓
練・シミュレーションが主事業。CH-53Kヘリやレーダー監視
システムなど堅調。競争・複雑な契約構造が持続的課題。

2022/12 2023/12 2024/12
売上高 16,148

営業利益 1,673 1,865 1,921
(構成比,%) 23.2 25.2 31.6

16,239 17,264
(構成比,%) 24.5 24.0 24.3

年次(実績) (MFCと表記) ミサイル防衛、精密兵器、戦術支援等が主事業。
PAC-3、HIMARS、GMLRSの需要拡大が見込まれる一方、分別
プログラムでの14億ドルの損失が足かせに。

2022/12 2023/12 2024/12
売上高 11,317

営業利益 1,635 1,541 413
(構成比,%) 22.6 20.9 6.8

11,253 12,682
(構成比,%) 17.2 16.7 17.9

年次(実績) 衛星、宇宙輸送、戦略・防衛システムが主事業。ULAへの持分
含む。トライデントII D5の近代化、衛星能力拡充、小～中規
模衛星対応が進行中。

2022/12 2023/12 2024/12
売上高 11,532

(構成比,%) 14.5 15.7 20.2

12,605 12,479
(構成比,%) 17.5 18.7 17.6
営業利益 1,045 1,158 1,226

JTG証券アナリスト・レポート
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格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。
これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格付である
旨及び登録の意義等をお客様に告げなければならないこととされております。
〇登録の意義について
登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有
している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立
入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。

この情報は、2024年6月25日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありま
せん。詳しくは上記格付会社のホームページをご覧ください。

2025年4月11日

無登録格付に関する説明書

■ムーディーズ・レーティングスについて

格付会社グループの呼称等について

格付会社グループの呼称：ムーディーズ・

レーティングス(以下「ムーディーズ」と称し

ます。)

グループ内の信用格付業者の名称及び登

録番号：ムーディーズ・ジャパン株式会社

(金融庁長官(格付)第２号)

信用格付を付与するために用いる方針及

び方法の概要に関する情報の入手方法に

ついて

ムーディーズ・ジャパン株式会社のホーム

ページ(ムーディーズ日本語ホームページ

(https://ratings.moodys.com/jap

an/ratings-news)の「信用格付事業」

をクリックした後に表示されるページ)に

ある「無登録業者の格付の利用」欄の「無

登録格付説明関連」に掲載されております。

信用格付の前提、意義及び限界について

ムーディーズ・レーティングスの信用格付

は、事業体、与信契約、債務又は債務類似

証券の将来の相対的信用リスクについて

の、現時点の意見です。ムーディーズは、信

用リスクを、事業体が契約上・財務上の義

務を期日に履行できないリスク及びデフォ

ルト事由が発生した場合に見込まれるあら

ゆる種類の財産的損失と定義しています。

信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価

格変動性及びその他のリスクについて言

及するものではありません。また、信用格

付は、投資又は財務に関する助言を構成す

るものではなく、特定の証券の購入、売却、

又は保有を推奨するものではありません。

ムーディーズは、いかなる形式又は方法に

よっても、これらの格付若しくはその他の

意見又は情報の正確性、適時性、完全性、

商品性及び特定の目的への適合性につい

て、明示的、黙示的を問わず、いかなる保

証も行っていません。

ムーディーズは、信用格付に関する信用評

価を、発行体から取得した情報、公表情報

を基礎として行っております。ムーディー

ズは、これらの情報が十分な品質を有し、

またその情報源がムーディーズにとって信

頼できると考えられるものであることを確

保するため、全ての必要な措置を講じてい

ます。しかし、ムーディーズは監査を行う者

ではなく、格付の過程で受領した情報の正

確性及び有効性について常に独自の検証

を行うことはできません。

■S&Pグローバル・レーティングについて

格付会社グループの呼称等について

格付会社グループの呼称：S&Pグローバ

ル・レーティング(以下「S&P」と称します。)

グループ内の信用格付業者の名称及び登

録番号：S&Pグローバル・レーティング株式

会社(金融庁長官(格付)第５号)

信用格付を付与するために用いる方針及

び方法の概要に関する情報の入手方法に

ついて

S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株

式会社のホームページ

(https://www.spglobal.com/rating

s/jp/index)の「ライブラリ・規制関連」の

「無登録格付け情報」

(https://www.spglobal.com 

/ratings/jp/regulatory/content/u

nregistered)に掲載されております。

信用格付の前提、意義及び限界について

S&Pグローバル・レーティングの信用格付

は、発行体または特定の債務の将来の信用

力に関する現時点における意見であり、発

行体または特定の債務が債務不履行に陥

る確率を示した指標ではなく、信用力を保

証するものでもありません。また、信用格付

は、証券の購入、売却または保有を推奨す

るものでなく、債務の市場流動性や流通市

場での価格を示すものでもありません。

信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付

け資産のパフォーマンスやカウンターパー

ティの信用力変化など、さまざまな要因に

より変動する可能性があります。

S&Pグローバル・レーティングは、信頼しう

ると判断した情報源から提供された情報を

利用して格付分析を行っており、格付意見

に達することができるだけの十分な品質お

よび量の情報が備わっていると考えられる

場合にのみ信用格付を付与します。しかし

ながら、S&Pグローバル・レーティングは、

発行体やその他の第三者から提供された

情報について、監査、デューデリジェンスま

たは独自の検証を行っておらず、また、格

付付与に利用した情報や、かかる情報の利

用により得られた結果の正確性、完全性、

適時性を保証するものではありません。さ

らに、信用格付によっては、利用可能なヒス

トリカルデータが限定的であることに起因

する潜在的なリスクが存在する場合もある

ことに留意する必要があります。

■フィッチ・レーティングスについて

格付会社の呼称について

格付会社グループの呼称：フィッチ・レーティ

ングス(以下「フィッチ」と称します。)

グループ内の信用格付業者の名称及び登録

番号：フィッチ・レーティングス・ジャパン株式

会社(金融庁長官(格付)第7号)

信用格付を付与するために用いる方針及び方

法の概要に関する情報の入手方法について

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社の

ホームページ

(https://www.fitchratings.com/ja)の

「フィッチの格付業務」欄の「規制関連」

(https://www.fitchratings.com/ja/r

egulatory)の「信用格付の前提、意義及び

限界」に掲載されております。

信用格付の前提、意義及び限界について

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基

づく意見です。格付はそれ自体が事実を表す

ものではなく、正確又は不正確であると表現

し得ません。信用格付は、信用リスク以外のリ

スクを直接の対象とはせず、格付対象証券の

市場価格の妥当性又は市場流動性について

意見を述べるものではありません。格付はリ

スクの相対的評価であるため、同一カテゴ

リーの格付が付与されたとしても、リスクの微

妙な差異は必ずしも十分に反映されない場合

もあります。信用格付はデフォルトする蓋然性

の相対的序列に関する意見であり、特定のデ

フォルト確率を予測する指標ではありません。

フィッチは、格付の付与・維持において、発行

体等信頼に足ると判断する情報源から入手す

る事実情報に依拠しており、所定の格付方法

に則り、かかる情報に関する調査及び当該証

券について又は当該法域において利用できる

場合は独立した情報源による検証を、合理的

な範囲で行いますが、格付に関して依拠する

全情報又はその使用結果に対する正確性、完

全性、適時性が保証されるものではありませ

ん。ある情報が虚偽又は不当表示を含むこと

が判明した場合、当該情報に関連した格付は

適切でない場合があります。また、格付は、現

時点の事実の検証にもかかわらず、格付付与

又は据置時に予想されない将来の事象や状

況に影響されることがあります。

信用格付の前提、意義及び限界の詳細にわた

る説明についてはフィッチの日本語ウェブサ

イト上の「格付及びその他の形態の意見に関

する定義」をご参照ください。

JTG証券アナリスト・レポート
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Disclaimer

本資料は、Jトラストグローバル証券（以下、JTG証券）が本資料を受領されるお客様への情報提供のみを目的として作

成したものであり、特定の有価証券又は金融商品の売買の推奨・取引・勧誘・申込みを目的としたものではありません｡

開示事項

本資料の作成及び配布はJTG証券が行っております。

 

JTG証券では調査部門の活動（リサーチ・レポート作成、リサーチ情報の伝達を含む）に関する適切な基本方針と手順

等、組織上管理上の制度について、日本証券業界によるアナリスト・レポートに関する自主規制に準拠した内部ルールと

管理プロセスを整備しています。

 

JTG証券はリサーチ部門・他部門間の活動及び/又は情報の伝達、並びにリサーチ・レポート作成に関する適切な基本方

針と手順等、 組織上管理上の制度について、日本証券業界によるアナリスト・レポートに関する自主規制に準拠した内

部ルールと管理プロセスを整備しています。

 

JTG証券では、所属するアナリスト及びその家族が、当該アナリストの担当カバレッジに属するいずれの企業の株式も

保有することを禁じられています。また、本リサーチ・レポートが公開される前後3か月間に、本リサーチに関連する金

融商品を個人的に取引することも禁じています。

アナリストによる証明

本レポート表紙に記載されたアナリスト（以下、同アナリスト）は、本レポートに記載した見通し・評価・分析等の内容が、

分析対象銘柄の発行企業及びその証券に対する同アナリスト個人の見解に一致していることを証明いたします。また、

本レポート内で特定の判断もしくは見解を表明する見返りとして、いかなる報酬も一切受領しておらず、受領する予定

もないことを合わせて証明いたします。

免責事項

本資料内で JTG証券が言及した全ての記述は、公的に入手可能な情報のみに基づいたものです。本資料の作成者は、

インサイダー情報の入手・使用を禁じられています。

 

本資料に含まれる情報は、弊社が正確かつ信頼できると考える情報に基づき、正確性と信頼性を担保することを目標

として作成していますが、その正確性、信頼性が客観的に検証しておりません。本資料内でJTG証券以外の外部サイト

のインターネット・アドレスを参照していることがございますが、リンク先の内容・正確性についてJTG証券は一切責任

を負いません。本資料はお客様が必要とする全ての情報を網羅することを意図したものではありません。

JTG証券は本資料に掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥当性・適合性について、いかなる保証を表明してお

りません。また、JTG証券は、本資料の論旨と一致しない他の資料を発行している場合があり、又は今後発行する場合

があります。

 

本資料に示したすべての内容は、本資料発行時点においてJTG証券が入手可能な範囲で最新の評価や判断を示してお

りますが、本資料に含まれる情報は金融市場や経済環境の変化等のために最新の内容ではない可能性があることをご

認識ください。JTG証券では、本資料内に示した見解は予告なしに変更することがあります。また、 JTG証券は本資料

内に含まれる情報及び見解を更新する義務を負うものではありません。

本資料で直接的又は間接的に言及・例示・評価・推奨している有価証券や金融商品は、市場価格の変動や発行体の財務

状況の変化、経済環境の変化や経営判断、同証券や発行体に関わる外部評価の変化、金利や為替などの市況変動など

の影響など、様々な要因により投資元本を割り込むリスクがあります。

JTG証券アナリスト・レポート
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本資料の作成にあたり、JTG証券では本資料を受領される個々のお客様の財務状況、ニーズもしくは投資目的を考慮

しておりません。このため、本資料で言及されている有価証券や金融商品、市場見通し、投資戦略などは全てのお客様

にとって適切なものであるとは限りません。お客様の投資に当たっては、ご自身の判断により投資評価や投資戦略を評

価し、本資料に記載されている有価証券又は金融商品に関して投資・取引を行う際には、専門家やファイナンシャル・ア

ドバイザーにご相談ください。

お客様による最終的な投資判断は必ずお客様自身によりなされなければならず、投資によって生じたいかなる結果に

つきましても、一切の責任はお客様にあります。JTG証券は、本資料を直接的にまたは間接的に入手したお客様が、本

資料を参照した結果として生じたいかなる事象(直接・間接の損失、逸失利益及び損害、その他の状況) についても一

切の法的責任を負いません。

本資料は、お客様に対し税金・法律・投資上のアドバイスとして提供する目的で作成されたものではありません。法律・

制度・税金・会計等につきましては、お客様ご自身の責任と判断で専門家にご相談ください。

本資料に過去の投資パフォーマンスや過去データに基づく分析が示されていたとしても、これらは将来の投資パフォー

マンスを確定的に予測したり、保証するものではありません。 特に記載のない限り、本資料に含まれる将来予想は、ア

ナリストが適切と判断した材料に基づく本資料公表時点におけるアナリストの予想であり、実現値とは異なることがあ

り得ます。JTG証券では、将来の投資パフォーマンスやリスクについての参考情報や見通しを示すことがありますが、い

かなる観点でも、これを保証するものではありません。

本資料の作成アナリストによる投資・保有禁止に関わらず、JTG証券及び社員は、本資料で言及された有価証券等や関

連するエクスポージャーを、自己の勘定もしくは他人の勘定で取引もしくは保有する可能性があります。また、本資料で

示された投資判断に反する取引を行うことがあります。本資料のご活用にあたりましては、お客様とJTG証券並びにそ

の社員との間で、利益相反が起こりうることにご留意ください。

本資料は、日本国内に限定して配付致します。

間接的に海外で入手されるような事態が生じた場合があったとしても、JTG証券では諸外国の法制度や規制に対応す

る責任を負いません。

Copyright  JTG証券 Co. Ltd. All rights reserved.

本資料はJTG証券の著作物であり、著作権法により保護されております。

JTG証券の書面による事前の承諾なく、本資料の全部もしくは一部を変更、複製・再配布し、もしくは直接的又は間接

的に第三者に交付することはできません。

東京都渋谷区恵比寿4-20-3

恵比寿ガーデンプレイスタワー7階

　Ｊトラストグローバル証券株式会社 経済調査室

JTG証券アナリスト・レポート
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Ｊトラストグローバル証券株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第35号

貸金業者登録番号 東京都知事(1)第31946号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

2025年4月11日

ご投資にあたって

本資料に記載の内容を参考にしてお取引をされる場合、商品毎に以下の手数料等をご負担いただきます。

【上場株式等】

店舗における国内の金融商品取引所に上場する株式（売買単位未満を除く）の場合は約定代金に対して最大

1.1524%（税込）（但し約定代金の1.1524%（税込）に相当する額が3,300円（税込）に満たない場合は3,300円

（税込）の委託手数料をご負担いただきます。

【投資信託】

投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等の諸経費等をご負担いただきます

【債券等】

債券等を募集、売出し等又は相対取引により購入する場合は、購入対価のみお支払いいただきます。また、外貨建ての

債券の場合、円貨と外貨を交換する際には外国為替市場の動向を踏まえて当社が決定した為替レートによるものとし

ます。

投資リスクについて

各商品等には、株式相場、為替相場、金利水準、不動産相場、商品相場等の価格の変動等及び有価証券の発行者の信用

状況（財務・経営状況含む）の悪化等、それらに関する外部評価の変化等により損失が生じるおそれ（元本欠損リスク）

があります。

商品毎に手数料及びリスク等は異なりますので、当該商品の目論見書または契約締結前交付書面をよくお読みくださ

い。

JTG証券アナリスト・レポート
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